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５６１５４ 帯粗木11布 )０１ 
４３２９０ 型内業務粗利盃
１８６６ １３５ １２８９４ 到際業務粗利Hii
７２４６ ３１１５５ 
６７８０ ４９．１ ２３６５９ 
（注）信託報酬に含まれる貸信・合同の２勘定における資金利益は，本来，役務取引等利
益に計上されるが，この表では役務取引等利益でなく資金利益の項に含む。
（資料）日本銀行「日本銀行調査月報」1998年８月号
ており，そしてそこで優位`性を保つには，専門知識の蓄積が重要であると
思われる。
《注》
(1)同法第９条４号に，業務の一つとして「地方債証券，社債券，及株券二関
スル信託ノ業務」が掲げられている。ただ，当時の日本の経済的，社会的諸
条件からみて信託業務の必要性が認識されていたとはいえない状況であった。
（２）当時の信託会社は，資金の受託，資金の貸付，有価証券の売買，金銭・有
価証券以外の売買・仲介，債権の取立等３０種類程度の業務を行っていたが，
これらが信託と呼ぶにふさわしいものであったかは疑問である。
（３）このうち，川崎信託は現在の日本信託銀行であり，第一信託は東海銀行，
日本証券代行とともに中央信託銀行を設立し，日本投資信託は昭和２５年に
東京（三井）信託銀行に吸収合併された。
（４）設立の経緯からみて，信託銀行は普通銀行が信託業務を兼営しているのは
なく信託会社が銀行業務を兼営しており，信託を兼営する銀行とは異なって
いる。しかし，法的には信託を兼営する銀行とは変わりがない。法的には差
のない両者を行政上区別するという「日本的な」解決を図ったが，これが貸
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付信託をはじめとする信託業務の兼営という普通銀行の希望として制度上の
問題をうむこととなった。
（５）この法案から，貸付も投資の一種であるとされ重複を避ける意味から，貸
付投資信託から投資の二文字が消えることとなった。
（６）臨時金融制度懇談会の審議の結果，契約期間は２年以上とすること，他の
金融機関の預貯金金利との調整を考慮すること，制度の運用にあたっては行
政上特に厳重な監督と慎重な指導を行うことを付加して，原案の趣旨は妥当
である旨の答申が提出された。
（７）信託法第１条には「本法二於テ信託ト称スルハ……他人ヲシテー定ノ目的
二従上」となっており，委託者は受託者と「他人」でなければならない。
（８）貸付信託法第１１条には「受益証券が発行の日から１年以上を経過してい
る場合に限り，その固有財産をもって時価により当該受益証券を買い取るこ
とができる」となっているが，受益証券を買い取る信託銀行は「委託者の地
位」は承継するが自ら「委託者」となるわけではないので，信託法第１条の
の「他人ヲシテ」には反していない。
（９）合同運用指定金銭信託には「予定配当率」という言葉が使われているのに
対し，貸付信託には「予想配当率」という言葉が用いられている。これは，
「予定配当率」という言葉を用いると臨時金利調整法の適用を受け最高限度
が定められるからである。貸付信託は建前上実績配当主義をとっていること
から，臨金法の対象外とする必要があった。また，貸付信託受益証券は有価
証券であり，「有価証券の募集等に際して－定額の収益の分配が行われる旨
の表示をしてはならないが，「予想』に基づく旨が明示されているときは表
示してよい」（証券取引法第171条但書）となっていることから，予想配当
率という言葉が使われた。もっとも，「受益証券の配当率は直接法律上の制
限をうけることはないが，行政的には大蔵大臣の約款審査権により控除され
るべき信託報酬率を規整することにより，間接にその効果が及ぶような仕組
みとなっている」（近藤1952ｂ）というように規制金利体系の枠組に組み入
れられていた。
(10）貸付信託法の制定に関わった近藤道夫氏は３０年後の対談で「当時の信託
業界の反応としては，貸付信託は是非とり上げてもらいたいが，指定単をだ
めということにはしないでほしいという希望でした。というのは，貸付信託
よりも指定単のほうが資金吸収力等が優れていると見ていたのでしょう」と
述べている（近藤，山田1982)。
(11）大蔵省が貸付信託は専業銀行にのみ認めるつもりであったのは，貸付信託
の見込について，池田蔵相の「ご承知の通り信託銀行というのは少のうござ
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いますし，それから支店も１０か１４，５くらいのものでございますから,」
（参議院大蔵委員会昭和27年５月）という答弁からもうかがわれる。
(12）当時の立法担当者である近藤道夫氏は，昭和57年に貸付信託成立時を振
り返った対談で「貸付信託の政省令の起草後，私は地方へ転勤しましたが，……
１～2年後経ってから数字を見ましたら，無記名式が少ないんですね。ほと
んどが記名式だというんでびっくりしたんです。……ほとんど無記名式にな
るだろうと思っていたのに結果はほとんどが記名式で，ちょっと予想外でし
た｡」と述べている。
(13）都銀等他の金融機関と比較する場合の信託銀行の資金量としては，銀行勘
定の預金（および譲渡性預金）に元本補填契約のある（すなわち銀行預金類
似の）貸付信託と指定合同を加え算出するのが一般的である。しかし，昭和
３０～40年代の指定合同元本の計数がとれなかったため，ここでは銀行勘定
の預金と貸付信託，金銭信託の合計により算出した。昭和５６年の法人税基
本通達により信託財産で保有する有価証券の簿価分離が認められ，これによ
り特定金銭信託が急増するまで，特定金銭信託および単独運用指定金銭信託
の残高は極めて少なく，金銭信託の計数を指定合同の計数と見なして大きな
差はない。
(14）信託銀行は信託財産を銀行勘定に受け入れることはできないが，例外とし
て信託財産の管理運用上生じた一時的余裕金は，信託勘定から銀行勘定へ運
用を委託している。このような場合，勘定科目として信託勘定借方に「銀行
勘定貸」を，銀行勘定貸方に「信託勘定借」を設けて整理して両勘定の貸借
関係を明らかにしている。なお，この資金の貸借について銀行勘定は信託勘
定に一定の利息を支払うこととなっており，そのレートは信託勘定ごとに定
められている。
(15）貸付信託勘定の銀行勘定貸レートは貸付信託元本レート＋0.5％となてい
るため，銀行勘定貸で運用する限り貸付信託勘定にとっては収益的にプラス
となる。しかし，貸付信託元本レート＋05％の信託勘定借で調達した銀行
勘定はそれに見合う高利回りの運用資産は少なく，銀行勘定の収益を圧迫す
ることとなった。
(16）貸付信託の設定日は創設当初は決まっていなかったが，昭和３０年９月か
ら奇数月の２０日とし，昭和33年１月から毎月２０日とした。
(17）預金の法律上の性格は消費寄託であるので，銀行が預金者に負っている債
務は約定期間中金銭を保管し期間経過後に－定額の金銭を返還することであ
り，銀行自身が赤字になっても利息を支払うことができる（支払わなければ
ならない)。一方，信託の場合，受託者は信託財産を運用しその果実を受益
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者に配当するのであるから，運用を失敗したとき，他の財産で補填をするこ
とができない（元本補填契約を付加した信託の場合は固有財産で元本の補填
は行える－行わなければならない)。
(18）貸付信託法第１４条１項において，元本補填に充当するための資金として，
貸付信託の収益の計算ごとに収益のうちから特別留保金を積み立て，貸付信
託の財産の中に留保しなければならないとされている。
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